
年度末決算終了後の組合事務手続一覧表

（この例は、決算日３月末日、理事会５月１日、通常総会５月２０日の場合です。）
　　３／３１ 4/30 5/31
　　４／１ 5 10 15 20 25 5/1 5 10 15 20 25 6/1 5 10 　　　　　　　摘　　　　要

１．年度末締切　組合員名簿整理と出資口数の確認 　　  ●

２．出資総口数及び払込済出資総額変更登記 　４週間以内に（４．２８までに） ・登記懈怠は２０万円以下の過料

３．決算関係書類等の作成　①事業報告書②財産目録 ・作成懈怠は２０万円以下の過料

     ③貸借対照表④損益計算書⑤剰余金処分案又は

     損失処理案、事業計画書、収支予算案　

４．理事より監事へ決算関係書類提出 監査期間４週間 ・監事自らが４週間を下回る期間内で

５．監事より理事へ監査報告書の提出  ○   監査報告書通知した場合は、その

６．理事会招集状発送 開催日の１週間前までに   時点で監査を受けたことになる。

７．理事会開催　 ①通常総会提出議案審議の件②通常 　　  ●

     総会開催日時及び場所決定の件③決算関係書類承

     認の件④その他

８．決算関係書類事務所備付閲覧 総会の会日の２週間前まで ・備付又は謄写及び閲覧を拒んだ時

９．通常総会招集状発送（発信主義） 開催日の１０日前までに    は２０万円以下の過料

１０．通常総会開催　①決算関係書類承認の件②事業 　  　● ・招集懈怠は２０万円以下の過料

       計画・収支予算決定の件③その他提出議案

１１．①議事録作成②剰余金処分又は損失処理振替  ○ ・議事録の作成懈怠は２０万円

　　　③持分計算④脱退者に対する持分払戻⑤配当   以下の過料

１２．理事会開催（招集手続省略）　①役付理事選任の件 ○

　　　②その他

１３．代表理事変更登記（再選の場合も必要） ２週間以内に ・登記懈怠は２０万円以下の過料

１４．行政庁への決算関係書類提出（議事録添付） ２週間以内に ・提出懈怠は２０万円以下の過料

１５．行政庁への役員変更届出（氏名、住所、役職に変更 ２週間以内に ・届出懈怠は２０万円以下の過料

　　　がない場合は不要）（議事録添付）

１６．確定申告及び納税　①法人税②消費税③事業税 ５／３１までに ・所管税務署・財務事務所・市町村

　　　④地方消費税⑤県民税・市町村民税   役場

１７．定款変更認可申請　申請部数　①協同組合等、 　○

　　　商店街振興組合は正本２通、②商工組合、

　　　協業組合は正本２通、写１通

１８．認可書到達（登記の要するものは登記を完了して

　　　効力を発生）

１９．変更登記（登記事項に変更のあった場合） ２週間以内に ・登記懈怠は２０万円以下の過料


